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第４章 まとめ 

4.1 調査の結果 

4.1.1 食品リサイクル法に関する調査結果の回答内訳 

補完調査の総発送数（4,200 件）に対する調査結果の回答内訳を図 4-1 に示

す。なお、食品廃棄物等の発生量についての回答は、発生状況が 100トン以上、

100トン未満、廃棄物の発生無し別で示す。 

 

図 4-1 食品リサイクル法に関する補完調査結果の回答内訳 

 

4.1.2 容器包装リサイクル法に関する調査結果の回答内訳 

補完調査の総発送数（4,000 件）に対する調査結果の回答割合を図 4-2 に示

す。なお、容器包装の使用の有無が把握できた電話調査の回答は、使用あり、

使用無し別で示す。 

 

図 4-2 容器包装リサイクル法に関する補完調査結果の回答内訳 
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4.2 今後の調査の課題 

4.2.1 事業者データベースの事業者情報の最新化 

補完調査前に、事業者の最新情報、廃業情報を取集し、事業者データベース

に反映させた。 

それでも、食品リサイクル法及び容器包装リサイクル法の補完調査において、

宛先不明で戻ってきた事業者が、734件（調査票送付数に対して 9.0%）あった。

また、電話不通の事業者が、311件（調査票送付数に対して 3.8%）あった。内

訳を表 4-1に示す。 

より精度の高い調査、より効率の良い調査を行うためには、事業者の会社情

報をできるだけ正確な最新情報に更新し続けていくことが重要であると考え

る。 

 

表 4-1 宛先不明・電話不通事業者数 

  送付数 宛先不明 電話不通 

食品 4,200  290 6.9% 152 3.6% 

容器包装 4,000  444 11.1% 159 4.0% 

計 8,200  734 9.0% 311 3.8% 
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4.2.2 補完調査における問い合わせの内訳 

補完調査における、送付事業者からの問い合わせ内容について表 4-2に示す。 

 

表 4-2 問い合わせの内訳 

食品リサイクル問い合せ内容 

新型コロナウイルスへの対応でアンケートには答えていられない状態。

今回は辞退いたします。 

強制調査か。 

糠が出る。全量リサイクル業者に引き渡しているが、リサイクルはこの

量を記入したらよいのか。 

回答しないと何か罰則があるのか。 

送付先の「株式会社からだカンパニー」はすでに廃業している。当社は

グループ会社。 

容器包装リサイクル問い合せ内容 

新型コロナウイルスへの対応で調査票どころではない。提出は義務なの

か。 

用紙の書き方について。1）主業種/従業種とは。2）受託の定義は。 

どうしてウチに送られてきたのか。なんで資本金や従業員数や数年分の

売上高まで書かないといけないのか。 

飲食業者は、県や市や保健所から毎年こんなアンケートばかり数多く送

られてきてイライラする。新型コロナウイルスで困っている飲食業が多

くいる。 

封筒を捨ててしまった。宛名ラベル記載№が分からない。 
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4.2.3 補完調査の実施方法の工夫 

令和 4年度の回答率（有効回答数/実送付数）は、食品リサイクル法が 34.6%、

容器包装リサイクル法が 35.9%の結果を得ることが出来た。 

より効率の良い調査を行うために、食品リサイクル法及び容器リサイクル法

の調査対象は、同じ事業者データベースから各々の条件で抽出選出しており、

食品リサイクル法及び容器包装リサイクル法の補完調査対象事業者の重複を

可能な限り無くした。 

調査票発送時期が年末年始に掛かり返送率の低下が懸念されたため、発送は

2022 年内に行うようにし、電話での聞き取り調査も併せて回答率をカバーし

た。 

コロナウイルスによる影響は本年度の調査にも影響し、表 4-2問い合わせの

内訳にも記載したように、また、電話での聞き取り調査中にも、「コロナウイル

スへの対応で調査に答えている時間はない」との強いご意見をいただくことも

多数あったが、「人が電話で直接事業者と話をする」強みを生かし、多くの回答

を得ることが出来た。 

なお、4-2今後の調査の課題にも挙げた通り、宛先不明の戻り郵便（全体の

9.0%）・電話不通事業者（全体の 3.8%）も多数あり、出来る限りの正確な事業

者データベース情報が必要と考える。 

 

最後に現事業者データベースの補完調査の実施状況を表 4-3に記す。 

 

表 4-3 事業者データベースの補完調査実施状況（令和 5年 2月） 

農政局等 事業者数 
食リ調査実施

（H25～R4） 

容リ調査実施 

（H25～R4） 

北海道 14,186 6,495 2,624 

東北 16,965 6,609 2,952 

関東（東京） 26,408 10,499 6,221 

関東（東京以外） 41,960 11,437 8,693 

北陸 12,867 3,996 1,411 

東海 14,899 6,337 1,940 

近畿 25,658 9,723 4,405 

中四国 24,640 9,150 3,975 

九州 24,656 7,976 4,019 

沖縄 2,729 1,072 502 

合計 204,968  73,294 36,742 
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